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平成１５年３月期  個別中間財務諸表の概要 

平成１４年１１月２６日 

会 社 名 株式会社 朝日ラバー 登録銘柄 

コード番号  ５１６２ 本社所在都道府県  埼玉県 

問い合わせ先 責任者役職名 取締役管理本部長 

       氏 名 中 沢  章 二   ＴＥＬ ０４８－６５０－６０５１ 

決算取締役会開催日   平成１４年１１月２６日  中間配当制度の有無 有 ・ 無 

中間配当支払開始日 平成 －年 －月 －日  単元株制度採用の有無 有（１単元 500 株）・無 

   

１．平成１４年９月中間期の業績（平成１４年４月１日～平成１４年９月３０日） 

（１）経営成績               （記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。） 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 

 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％

平成１４年９月中間期    1,540  (   4.2)      54  (  284.9)      44  ( 343.2)

平成１３年９月中間期    1,478  (△ 17.3)      14  (△ 92.2)      10  (△ 94.6)

平成１４年３月期    2,872        84        79   

 

１ 株 当 た り 中 間  
中 間（当 期）純 利 益 

（当 期）純 利 益 

 百万円  ％ 円 銭 

平成１４年９月中間期  9 （    －）  2 03 

平成１３年９月中間期 △ 15 （     －） △ 3 43 

平成１４年３月期 4   0 93 

(注)１．期中平均株式数 平成１４年９月中間期 4,461,986 株  平成１３年９月中間期 4,478,520 株 

            平成１４年３月期   4,471,339 株 

  ２．会計処理の方法の変更  有 ・ 無 

３．売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

であります。 

（２）配当状況 

１ 株 当 た り １ 株 当 た り  

中 間 配 当 金 年 間 配 当 金 

 円 銭 円 銭 

平成１４年９月中間期 0 00 － 

平成１３年９月中間期 0 00 － 

平成１４年３月期 －   10 00 

 

 

（３）財政状態 

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本

 百万円 百万円 ％    円  銭

平成１４年９月中間期 5,000 2,267 45.3 508 47 

平成１３年９月中間期 5,211 2,292 44.0 511 85 

平成１４年３月期 4,886 2,302 47.1 515 55 

(注)１．期末発行済株式数 平成１４年９月中間期 4,459,288 株  平成１３年９月中間期 4,478,520 株 

             平成１４年３月期   4,465,184 株 

（平成１３年９月中間期の期末発行済株式数は期末自己株式数を控除しておりま

せん。） 

２．期末自己株式数  平成１４年９月中間期   19,232 株  平成１３年９月中間期   6,412 株 

             平成１４年３月期     13,336 株 

２．平成１５年３月期の業績予想（平成１４年４月１日～平成１５年３月３１日） 

１株当たり年間配当金  
売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益

期 末  

 百万円 百万円 百万円 円 銭  円 銭

通  期 3,231 155 67 10 00 10 00 
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(参考) １株当たり予想当期純利益（通期）  15 円 02 銭 
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個別中間財務諸表等  

中間貸借対照表  

  
前中間会計期間末 

（平成13年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成14年９月30日） 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

（平成14年３月31日） 

区分 注記
番号 

金額（千円） 構成比
（％）

金額（千円） 構成比
（％） 

金額（千円） 構成比
（％）

（資産の部）     

Ⅰ 流動資産     

１ 現金及び預金  1,680,903 1,061,844  1,060,281 

２ 受取手形 ※３ 389,832 416,015  373,159 

３ 売掛金  713,138 715,482  671,052 

４ たな卸資産  134,348 123,051  137,582 

５ その他  83,658 97,884  90,478 

貸倒引当金  △10,272 △7,209  △12,206 

流動資産合計   2,991,610 57.4 2,407,070 48.1  2,320,348 47.5

Ⅱ 固定資産     

１ 有形固定資産 ※１    

(1) 建物 ※２ 648,626 897,143  913,546 

(2) 機械及び装置 ※４ 400,207 530,441  535,344 

(3) 土地 ※２ 557,945 559,205  559,205 

(4) その他 ※４ 267,813 181,425  201,491 

計  1,874,593 2,168,216  2,209,587 

２ 無形固定資産  7,032 6,102  6,846 

３ 投資その他の資産     

(1) 投資その他の資産 ※２ 370,828 454,842  383,532 

投資評価引当金  △23,100 △23,100  △23,100 

貸倒引当金  △18,260 △18,260  △18,260 

計  329,468 413,482  342,172 

固定資産合計   2,211,094 42.4 2,587,801 51.8  2,558,606 52.4

Ⅲ 繰延資産   9,124 0.2 5,474 0.1  7,299 0.1

資産合計   5,211,829 100.0 5,000,346 100.0  4,886,254 100.0

（負債の部）     

Ⅰ 流動負債     

１ 支払手形 ※３ 273,078 251,403  226,997 

２ 買掛金  89,733 93,491  86,449 

３ 短期借入金 ※２ 650,000 590,200  320,000 

４ 一年内返済予定の長
期借入金 

※２ 254,296 303,906  311,900 

５ 未払法人税等  2,237 35,202  596 

６ その他 ※５ 319,553 260,618  321,437 

流動負債合計   1,588,898 30.5 1,534,822 30.7  1,267,380 25.9
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前中間会計期間末 

（平成13年９月30日） 
当中間会計期間末 

（平成14年９月30日） 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

（平成14年３月31日） 

区分 注記
番号 

金額（千円） 構成比
（％）

金額（千円） 構成比
（％） 

金額（千円） 構成比
（％）

Ⅱ 固定負債     

１ 社債  700,000 700,000  700,000 

２ 長期借入金 ※２ 394,369 218,626  370,582 

３ 退職給付引当金  133,508 170,897  140,611 

４ 役員退職慰労引当金  102,722 108,574  105,647 

固定負債合計   1,330,599 25.5 1,198,097 24.0  1,316,840 27.0

負債合計   2,919,498 56.0 2,732,920 54.7  2,584,221 52.9

（資本の部）     

Ⅰ 資本金   479,350 9.2 － －  479,350 9.8

Ⅱ 資本準備金   420,590 8.1 － －  420,590 8.6

Ⅲ 利益準備金   36,200 0.7 － －  36,200 0.8

Ⅳ その他の剰余金     

１ 任意積立金  814,462 －  814,462 

２ 中間（当期）未処分
利益  535,942 －  555,465 

その他の剰余金合計   1,350,405 25.9 － －  1,369,928 28.0

Ⅴ その他有価証券評価差
額金   5,785 0.1 － －  5,480 0.1

Ⅵ 自己株式   － － － －  △9,515 △0.2

資本合計   2,292,330 44.0 － －  2,302,032 47.1

Ⅰ 資本金   － － 479,350 9.6  － －

Ⅱ 資本剰余金     

 資本準備金  － 420,590  － 

資本剰余金合計   － － 420,590 8.4  － －

Ⅲ 利益剰余金     

１ 利益準備金  － 36,200  － 

２ 任意積立金  － 836,716  － 

３ 中間未処分利益  － 497,638  － 

利益剰余金合計   － － 1,370,554 27.4  － －

Ⅳ その他有価証券評価差
額金   － － 9,577 0.2  － －

Ⅴ 自己株式   － － △12,645 △0.3  － －

資本合計   － － 2,267,426 45.3  － －

負債及び資本合計   5,211,829 100.0 5,000,346 100.0  4,886,254 100.0
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中間損益計算書 

  
前中間会計期間 

（自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

前事業年度の 
要約損益計算書 

（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

区分 注記
番号 

金額（千円） 百分比
（％）

金額（千円） 百分比
（％） 

金額（千円） 百分比
（％）

Ⅰ 売上高   1,478,579 100.0 1,540,802 100.0  2,872,559 100.0

Ⅱ 売上原価   1,011,503 68.4 1,033,961 67.1  1,919,703 66.8

売上総利益   467,076 31.6 506,841 32.9  952,856 33.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費   453,030 30.6 452,783 29.4  868,088 30.2

営業利益   14,046 1.0 54,057 3.5  84,767 3.0

Ⅳ 営業外収益 ※１  6,060 0.4 5,881 0.4  15,859 0.5

Ⅴ 営業外費用 ※２  9,992 0.7 15,111 1.0  20,641 0.7

経常利益   10,114 0.7 44,826 2.9  79,985 2.8

Ⅵ 特別利益 ※３  2,400 0.1 4,870 0.3  2,600 0.1

Ⅶ 特別損失 ※４  34,063 2.3 27,902 1.8  69,369 2.4

税引前中間（当期）
純利益又は中間純損
失（△） 

  △21,548 △1.5 21,795 1.4  13,215 0.5

法人税、住民税及び
事業税 

 620 35,050  1,240 

過年度法人税等戻入
額  － －  1,526 

法人税等調整額  △6,824 △6,204 △0.5 △22,333 12,716 0.8 9,324 9,037 0.3

中間（当期）純利益
又 は 中 間 純 損 失
（△） 

  △15,344 △1.0 9,078 0.6  4,177 0.2

前期繰越利益   551,287 488,560   551,287

中間（当期）未処分
利益   535,942 497,638   555,465
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日）

当中間会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日）

前事業年度 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日）

１．資産の評価基準及び評価方

法 

(1）有価証券 

子会社株式 

移動平均法による原価

法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間期末日の市場価格

等に基づく時価法（評価

差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は

移動平均法により算出し

ております。） 

時価のないもの 

 移動平均法による原価

法 

(1) 有価証券 

子会社株式 

同左 

 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

同左 

 

 

 

 

 

時価のないもの 

同左 

 

(1）有価証券 

子会社株式 

同左 

 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

決算期末日の市場価格

等に基づく時価法（評価

差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は

移動平均法により算出し

ております。） 

時価のないもの 

同左 

 (2）たな卸資産 

製品・原材料・仕掛品

総平均法による原価法

貯蔵品 

終仕入原価法 

(2) たな卸資産 

製品・原材料・仕掛品

同左 

貯蔵品 

同左 

(2) たな卸資産 

製品・原材料・仕掛品

同左 

貯蔵品 

同左 

２．固定資産の減価償却の方法 (1）有形固定資産 

 定率法及び一部の建物

（附属設備を除く）は定

額法を採用しておりま

す。 

なお、耐用年数は法人

税法の規定によっており

ます。 

(1) 有形固定資産 

同左 

(1) 有形固定資産 

同左 

 (2) 無形固定資産 

定額法を採用しており

ます。 

なお、自社利用のソフ

トウェアについては社内

における利用可能期間

（５年）に基づく定額法

を採用しております。 

(2) 無形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

同左 

３．引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

債権の貸倒損失に備え

るため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収

可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しており

ます。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

(1) 貸倒引当金 

同左 
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項目 
前中間会計期間 

（自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日）

当中間会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日）

前事業年度 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日）

 (2) 投資評価引当金 

 財政状態の悪化した会

社の株式について、その

投資に対する損失に備え

るため、投資価値の低下

による損失相当額を計上

しております。 

(2) 投資評価引当金 

同左 

(2) 投資評価引当金 

同左 

 (3) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備

えるため、当中間会計期

間末における退職給付債

務及び年金資産に基づき

計上しております。 

(3) 退職給付引当金 

同左 

(3) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務及

び年金資産に基づき計上

しております。 

 (4）役員退職慰労引当

金 

 役員の退職慰労金の支

給に充てるため、内規に

基づく必要額を計上して

おります。 

(4) 役員退職慰労引当

金 

同左 

 

(4) 役員退職慰労引当

金 

同左 

 

４．外貨建の資産又は負債の本

邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務

は、中間決算日の直物為

替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益とし

て処理しております。 

同左 外貨建金銭債権債務

は、期末日の直物為替相

場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処

理しております。 

５．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が

借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナ

ンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計

処理によっております。

同左 同左 
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項目 
前中間会計期間 

（自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日）

当中間会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日）

前事業年度 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日）

６．ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 

 特例処理の要件を満た

している金利スワップ取

引以外は行っていないた

め、特例処理によってお

ります。 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

 (2) ヘッジ手段とヘッ

ジ対象 

 ヘッジ手段…金利ス

ワップ 

 ヘッジ対象…借入金 

(2) ヘッジ手段とヘッ

ジ対象 

同左 

(2) ヘッジ手段とヘッ

ジ対象 

同左 

 (3) ヘッジ方針 

 ヘッジ対象に係る金利

変動リスクに対して、特

例処理の要件を満たす範

囲内においてヘッジして

おります。 

(3) ヘッジ方針 

同左 

(3) ヘッジ方針 

同左 

 (4) ヘッジ有効性評価の

方法 

 取引開始時に特例処理

の要件を満たしているこ

とを評価し、期末毎にそ

の取引に変更がないこと

を確認することにより有

効性の評価を省略してお

ります。 

(4) ヘッジ有効性評価

の方法 

同左 

(4) ヘッジ有効性評価

の方法 

同左 

７．その他中間財務諸表（財務

諸表）作成のための基本と

なる重要な事項 

(1) 消費税等の会計処

理 

税抜方式によって

おります。 

(1）消費税等の会計処

理 

同左 

(1) 消費税等の会計処

理 

同左 

 (2) 法人税等の会計処

理 

当中間会計期間に係る

納付税額及び法人税等調

整額は、当期において予

定している利益処分によ

る特別償却準備金の積立

て及び取崩しを前提とし

て、当中間会計期間に係

る金額を計算しておりま

す。 

(2) 法人税等の会計処

理 

同左 

(2) 法人税等の会計処

理 
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追加情報 

前中間会計期間 
（自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

            （自己株式及び法定準備金取崩等会

計） 

 当中間期から「自己株式及び法定

準備金の取崩等に関する会計基準」

（企業会計基準第１号）を適用して

おります。これによる当中間期の損

益に与える影響はありません。 

 なお、中間財務諸表等規則の改正

により、当中間期における中間貸借

対照表の資本の部については、改正

後の中間財務諸表等規則により作成

しております。 

 これに伴い、前中間期において資

産の部に計上していた「自己株式」

（流動資産5,415千円）は、当中間

末においては資本に対する控除項目

としております。 

            

                        （自己株式） 

 前期において資産の部に計上して

いた「自己株式」（流動資産434千

円）は、財務諸表等規則の改正によ

り当事業年度末においては資本の部

の末尾に表示しております。 
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注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成13年９月30日現在） 

当中間会計期間末 
（平成14年９月30日現在） 

前事業年度末 
（平成14年３月31日現在） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

2,058,220千円 2,269,133千円 2,166,518千円

※２ 担保に供している資産並びに

被担保債務は次のとおりであり

ます。 

※２ 担保に供している資産並びに

被担保債務は次のとおりであり

ます。 

※２ 担保に供している資産並びに

被担保債務は次のとおりであり

ます。 

（担保資産） （担保資産） （担保資産） 
  

建物 404,275千円

土地 471,680千円

投資その他の資
産 

2,394千円

計 878,349千円
  

  
建物 397,014千円

土地 172,180千円

計 569,195千円

 

  

  
建物 385,530千円

土地 172,180千円

計 557,711千円
  

（被担保債務） （被担保債務） （被担保債務） 
  

短期借入金 115,000千円

一年内返済予定
の長期借入金 

21,392千円

長期借入金 78,608千円

計 215,000千円
  

  
一年内返済予定
の長期借入金 

59,701千円

長期借入金 102,069千円

計 161,770千円

 

  

  
一年内返済予定
の長期借入金 

11,764千円

長期借入金 155,888千円

計 167,652千円
  

※３ 中間期末日満期手形 

中間期末日満期手形の会計処理

については、当中間会計期間の

末日が金融機関の休日でした

が、満期日に決済が行われたも

のとして処理しております。当

中間期末日満期手形の金額は、

次のとおりであります。 

※３           ※３ 期末日満期手形 

期末日満期手形の会計処理につ

いては、当事業年度末日は金融

機関の休日でありましたが、満

期日に決済が行われたものとし

て処理しております。期末日満

期手形の金額は、次のとおりで

あります。 
  

受取手形 44,921千円

支払手形 79,561千円
  

  
 

 
  

  
受取手形 34,418千円

支払手形 77,861千円
  

※４ 国庫補助金受入による有形固

定資産の圧縮記帳累計額は

14,295千円（機械及び装置

11,734千円、有形固定資産の

「その他」2,561千円）であ

り、取得価額より減額してお

ります。 

※４     同左 ※４    同左 

※５ 仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、流動負債の

「その他」に含めて表示して

おります。 

※５     同左 ※５    ―――――― 
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（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの  
受取利息 175千円

賃貸料 1,800千円

補助金等収入 2,000千円
  

  
受取利息 79千円

賃貸料 1,800千円

補助金等収入 2,000千円
  

  
受取利息 404千円

賃貸料 3,600千円

補助金等収入 2,254千円
  

※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの  
支払利息 4,825千円

  

  
支払利息 3,797千円

社債利息 3,679千円
  

  
支払利息 9,693千円

社債利息 3,941千円
  

※３   ―――――― ※３ 特別利益のうち主要なもの ※３   ――――――  

 
貸倒引当金戻入
益 

4,870千円
  

※４ 特別損失のうち主要なもの ※４ 特別損失のうち主要なもの ※４ 特別損失のうち主要なもの   
投資有価証券
評価損 

15,217千円

投資評価引当
金繰入額 

11,550千円

建物除却損 7,196千円
  

  
退職給付過去勤
務債務償却 

25,809千円
 

  
固定資産除却
損 

10,644千円

投資有価証券
評価損 

17,292千円

投資評価引当
金繰入額 

11,550千円

工場移転関連
費 

29,883千円
  

５ 減価償却実施額 ５ 減価償却実施額 ５ 減価償却実施額   
有形固定資産 91,565千円

無形固定資産 849千円
  

  
有形固定資産 125,401千円

無形固定資産 743千円
  

  
有形固定資産 222,491千円

無形固定資産 1,636千円
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（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成13年４月１日 
至 平成13年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額 
  

 

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

中間期
末残高
相当額
(千円) 

有形固定資
産のその他 

62,288 22,486 39,802 

無形固定資
産 

87,118 41,101 46,016 

合計 149,406 63,588 85,818 

  

  

 

取得価
額相当
額 
(千円)

減価償
却累計
額相当
額 
(千円)

中間期
末残高
相当額
(千円)

有形固定資
産のその他

69,950 35,023 34,926

無形固定資
産 

88,518 58,465 30,053

合計 158,468 93,489 64,979

  

  

 

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

期末残
高相当
額 
(千円)

有形固定資
産のその他

69,950 28,563 41,386

無形固定資
産 

88,518 49,748 38,770

合計 158,468 78,312 80,156

  
なお、取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有形固定資

産の中間期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法により算

定しております。 

同左 

 

なお、取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産の

期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定して

おります。 

２．未経過リース料中間期末残高

相当額 

２．未経過リース料中間期末残高

相当額 

２．未経過リース料期末残高相当

額 
  

１年内 28,542千円 

１年超 57,276千円 

合計 85,818千円 
  

  
１年内 29,750千円

１年超 35,228千円

合計  64,979千円

 

  

  
１年内 30,354千円

１年超 49,802千円

合計  80,156千円
  

なお、未経過リース料中間期末残

高相当額は、未経過リース料中間期

末残高が有形固定資産の中間期末残

高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しておりま

す。 

同左 

 

なお、未経過リース料期末残高相

当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法に

より算定しております。 

３．支払リース料、減価償却費相

当額 

３．支払リース料、減価償却費相

当額 

３．支払リース料、減価償却費相

当額 
  
支払リース料 14,163千円 

減価償却費相当額 14,163千円 
  

  
支払リース料 15,177千円

減価償却費相当額 15,177千円
  

  
支払リース料 28,887千円

減価償却費相当額 28,887千円
  

４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。 

４．減価償却費相当額の算定方法

同左 

４．減価償却費相当額の算定方法

同左 

 

（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価の

あるものはありません。 


